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市
の
職
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数
・
給
与
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ま
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職
員
数
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与
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ど
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概
要
に
つ
い
て
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

　
こ
れ
は
、
市
の
「
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の

公
表
に
関
す
る
条
例
」
に
基
づ
き
、
市
民
の
皆
さ
ま

に
職
員
の
任
用
や
勤
務
条
件
を
公
表
す
る
も
の
で
す
。
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職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

勤務時間（平成 29 年４月１日）
区　　分 状　　　況

正規の勤務時間 １週間あたり38 時間 45 分
開始・終了時間 開始　8：30　終了　17：15

休憩時間 12：00 ～ 13：00

職員研修の状況（平成 28 年度）単位：人
研修区分 受講人数
基本研修 91
専門研修 27
自主研修 340

計 458

職員の給与の状況

1 級

2 級

3級

4級

5級

6級

7級３％
９％12％

13％

23％32％

８％

市長公室長・部長・議会事務局長・会計管理者・理事

課長・参事

課長補佐等

係長・主任教諭等

係長・主幹等

主任・技師等

主事・技手等

級別構成率（平成 29 年 4 月 1 日）

年齢別職員数の状況（平成 29 年 4 月 1 日）単位：人
区分 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 計
男性 1 18 38 85 69 3 214
女性 0 25 23 30 42 0 120
計 1 43 61 115 111 3 334

分限および懲戒処分の状況（平成 28 年度）単位：人
処分の種類 件数

分限処分

降任 0
免職 0
休職 0
降給 0

懲戒処分

戒告 0
減給 0
停職 0
免職 0

職員の任免および職員数に関する状況

採用者数（平成 29 年 4 月 1日）単位：人
区分 試験採用 選考採用 再任用 計

一般行政職 ９ 0 １ 10
技能労務職 0 0 0 0

計 ９ 0 １ 10

退職者数（平成 29 年３月 31 日）単位：人
区分 定年 勧奨 その他 再任用 計

一般行政職 10 ５ ４ ０ 19
技能労務職 １ 0 ０ 0 １

計 11 ５ 4 ０ 20
※再任用には短時間勤務職員を含んでいません。

平均給料月額および平均年齢（平成 29 年４月１日）
区分 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 327,800 円 44.8 歳
技能労務職 327,500 円 53.9 歳

初任給の状況（平成 29 年４月１日）

一般行政職
大学卒 184,800 円
短大卒 164,700 円
高校卒 150,500 円

経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成 29 年４月１日）
経験年数 10 ～ 15 年未満 15 ～ 20 年未満 20 ～ 25 年未満

一般行政職
大学卒 286,400 円 316,900 円 356,100 円
短大卒 287,600 円 303,000 円 330,600 円
高校卒 256,000 円 290,000 円 317,200 円

特別職の報酬等の状況（平成 29 年４月１日）
区分 給料月額 期末手当 区分 報酬月額 期末手当

給料
市長 ５４２，５００円 　６月期　1.55 月

12 月期　1.70 月
　計　　  3.25 月

報酬
議長 ３１５，０００円 　６月期　1.60 月

12 月期　1.75 月
　計　　  3.35 月

副市長 ５９８，０００円 副議長 ２６５，０００円
教育長 ５４６，０００円 議員 ２４９，０００円

※市長は給料の 30％を減額しています。

部門別職員数の推移（各年 4 月 1 日）単位：人
区分 H28 H29 増減数

一般行政部門 245 235 △ 10
教育部門 64 64 0

公営企業等 35 35 0
総合計 344 334 △ 10

職員数

※再任用には短時間勤務職員を含んでいません。

給与

勤務時間
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就業構造基本調査を実施します
【問い合わせ】総合戦略課（麻生庁舎）☎０２９９－７２－０８１１

　総務省統計局では、10 月 1 日現在で就業構造基本調査を
実施します。
　この調査は、日本の就業・不就業の実態を明らかにするこ
とを目的としており、国が行う調査の中でも特に重要なもの
とされる「基幹統計調査」です。
　行方市では、８地区が調査対象となります。
　９月下旬から、調査員が調査をお願いする世帯に伺います
ので、調査の趣旨をご理解いただき、ご回答をお願いします。

屋外広告物の表示には許可が必要です
まちの良好な景観のために

【問い合わせ】都市建設課（玉造庁舎）☎０２９９－５５－０１１１
茨城県土木部都市局都市計画課都市行政グループ☎０２９－３０１－４５７９

　まちの中には、さまざまな種類の「屋外広告物（※）」があります。これらの屋外広告物を表示するときは、
原則として市長の許可を受けることが必要です。
　まちの良好な景観のために、屋外広告物を表示するときは、許可を受けましょう。
※�屋外広告物とは、常時または一定の期間継続して屋外で公衆に表示される広告物のことで、看板、立看板、

はり紙、はり札のほか、広告板、建物などの壁面利用広告などをいいます。
◆�屋外広告物については、「まちの良好な景観の形成」と「公衆に対する危害の防止」の点から、表示場所や

大きさなどを規制しています。
【主な規制の例】
(1) 自己の店舗等に、店名、取扱商品名などを表示する場合（自家広告物）
　  次の場合は、禁止地域でも表示することができます。
　・広告物の合計面積が５㎡以下で、許可基準に適合する場合
　・�広告物の合計面積が 100㎡以下（第１種禁止地域にあっては、合計面積が建築物の規模に応じて定めら

れた面積以下で、一の広告物の面積が 15㎡以下）で、許可基準に適合し、市長の許可を受けた場合
(2) 自己の店舗等から離れた場所に表示する場合など
　道路の敷地境界から一定の範囲の区域（商業地域等を除く）、信号機の付近などの「禁止地域」および街路
樹、道路標識、電柱などの「禁止物件」には、原則として広告物を表示できません。
◆�屋外広告物は、種類ごとに許可期間が定められています。許可期間の満了後も引き続き表示するためには、 

更新許可の手続きが必要です。許可期間が切れた屋外広告物は、違反広告物として条例に基づく罰則の対
象となりますので、ご注意ください。

◆�老朽化していたり固定が不完全である屋外広告物は、強風時に倒壊や落下し、通行人等に危害を及ぼす恐
れがあるため、速やかに撤去、改修等を行ってください。

◆�条例に違反する屋外広告物を表示すると、罰金刑（最高 100 万円）に処されることがあります。条例の規
定を遵守し、美しいまちづくりにご協力ください。

◆�屋外広告物の許可手続きや許可基準などについては、上記問い合わせ先へご相談ください。新たに店舗等
を建築するなどの際に、屋外広告物を表示する場合は、事前にご相談をお願いします。
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次
の
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の
全
て
の
要
件
に
該
当
す
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方
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単
身
入
居
以
外
の
方
で
現
在
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宅
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っ
て
い
る
方

　
②
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税
等
を
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し
て
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な
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方

　
③�

条
例
で
定
め
る
基
準
内
の
収
入
で
あ
る
方
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例
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般
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帯
の
場
合
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１
世
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の
合
計
所
得
額
‐
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除
額
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÷
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＝
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千
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④�

入
居
予
定
者
が
、
暴
力
団
員
に
よ
る
不

当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
に

規
定
す
る
暴
力
団
員
で
な
い
こ
と

■
申
込
方
法

　

�

所
定
の
申
込
書
に
必
要
事
項
を
記
入
し
、

都
市
建
設
課
（
玉
造
庁
舎
）
に
提
出
（
申

込
書
は
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ

ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
）。

■
必
要
書
類

　
①�

住
民
票
（
入
居
し
よ
う
と
す
る
家
族
全

員
の
記
載
の
あ
る
も
の
）

　
②�

収
入
等
を
証
明
す
る
書
類
（
収
入
の
あ

る
方
全
員
の
最
新
の
課
税
証
明
書
、
源

泉
徴
収
票
、
確
定
申
告
書
の
写
し
な

ど
）

　
③�

未
納
が
な
い
こ
と
を
証
明
で
き
る
書

類
（
納
税
証
明
書
）

　
�　

そ
の
他
申
し
込
み
状
況
に
よ
り
、
右
記

以
外
で
必
要
な
書
類
が
あ
る
と
き
は
追

加
で
提
出
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

■
申
込
期
間

　
９
月
13
日
（
水
）
～
９
月
22
日
（
金
）

　
※
土
日
祝
日
を
除
く

　
※�

こ
の
期
間
に
申
し
込
み
が
難
し
い
方

は
13
日
以
前
で
も
受
け
付
け
を
し
ま

す
の
で
、
ご
連
絡
を
お
願
い
し
ま
す

（
９
月
22
日
以
降
は
受
付
で
き
ま
せ

ん
）。

■
入
居
者
の
選
考

　

�
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管
理
条
例
第
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条
に
よ
り
入

居
者
選
考
委
員
会
を
行
い
、
入
居
者
を
決

定
し
ま
す
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選
考
後
は
、
住
宅
清
掃
・
改

修
工
事
に
よ
り
、
入
居
ま
で
に
時
間
が
か

か
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

市
営
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宅
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を
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集
し
ま
す

都
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設
課
（
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造
庁
舎
）
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９
９
（
５
５
）
０
１
１
１

総
合
窓
口
課
か
ら
、
コ
ン
ビ
ニ
交
付
に
つ
い
て
の
お
知
ら
せ

総
合
窓
口
課
（
玉
造
庁
舎
）

☎
０
２
９
９
（
５
５
）
０
１
１
１

　

12
月
１
日
か
ら
、
個
人
番
号
カ
ー
ド
を
利
用
し
て
、
住
民
票
の
写
し
や
印
鑑
登
録
証
明
書

な
ど
が
、
全
国
の
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
で
取
得
で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。
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平
成
29
年
度
分
　

難
病
患
者
福
祉
見
舞
金
に
つ
い
て

社
会
福
祉
課
（
玉
造
庁
舎
）

☎
０
２
９
９
（
５
５
）
０
１
１
１

　
本
市
で
は
、
難
病
患
者
に
対
し
て
、
難
病

患
者
と
そ
の
家
族
の
労
苦
を
見
舞
う
と
と

も
に
福
祉
の
増
進
を
図
る
た
め
、「
難
病
患

者
福
祉
見
舞
金
」
を
支
給
し
て
い
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
も
支
給
対
象
に
な
る
方
は
、

申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

■
対
象
者

　
本
市
に
住
所
を
有
す
る
方
で
、
茨
城
県
か

ら
交
付
さ
れ
た
「
指
定
難
病
特
定
医
療
費
受

給
者
証
」
を
お
持
ち
の
方

■
見
舞
金
額

　
年
額　
２
万
円

■
申
請
期
間

　
10
月
２
日（
月
）
～
11
月
30
日（
木
）

■
必
要
書
類

①
「
指
定
難
病
特
定
医
療
費
受
給
者
証
」

②
難
病
患
者
本
人
の
預
金
通
帳

③
印
鑑

④�

申
請
者
が
保
護
者
の
と
き
は
、
保
護
者
で

あ
る
こ
と
を
証
明
で
き
る
も
の（
運
転
免

許
証
な
ど
）

都市計画下水道の変更案の作成に係る公聴会の開催について

　行方都市計画下水道における変更案の作成にあたり、都市計画法の規定に基づき、都市計画の素案
を閲覧に供し、公聴会を開催します。
　公聴会では、都市計画の素案に対して意見を述べることができます。意見のある方は公述申出書を
提出してください。

（１）都市計画の素案の閲覧
　　　【期　　間】9 月 12 日（火）～ 9 月 22 日（金）（土・日曜日および祝日を除く）
　　　【時　　間】午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分
　　　【場　　所】麻生庁舎および北浦庁舎（総合窓口室）、玉造庁舎（都市建設課）
　　　【閲覧内容】行方都市計画下水道の変更（行方市決定）
　　　　　　　　・�霞ケ浦水郷流域関連行方市公共下水道の全体計画の見直しに伴う下水道施設の　

都市計画決定の変更（新原地区の一部）
（２）公述申出書の提出
　�　都市計画の素案に対し、意見のある方は公述申出書（用紙は都市建設課にあります）を提出して

ください。
　　　【申出期間】9 月 12 日（火）～ 9 月 22 日（金）必着
　　　【提 出 先】〒 311-3512　行方市玉造甲 404　都市建設課

（３）公聴会の開催
　　　【開催日時】9 月 27 日（水）午後 1 時 30 分～
　　　【開催場所】行方市役所　玉造庁舎２階　第１会議室（玉造甲 404）
　　　※公述の申し出がない場合には、公聴会は開催されません。

【問い合わせ】都市建設課（玉造庁舎）☎０２９９－５５－０１１１
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【問い合わせ】国保年金課（玉造庁舎）☎ 0299-55-0111

柔道整復師（整骨院・接骨院）
にかかるときは、ご注意をシリーズ　国民健康保険

　整骨院や接骨院で柔道整復師の施術を受けるときに、健康保険が使える症状は限定されて
いますので、ご注意ください！
〇健康保険が適用される場合
　・外傷性の打撲・捻挫・挫傷（肉離れなど）・骨折・脱臼
　　※骨折・脱臼については、緊急の場合を除き医師の同意が必要です。
●健康保険が適用されない場合
　・内科的要因によるもの
　・単なる肩こり、筋肉疲労
　・脳疾患後遺症などの慢性病
　・改善の見られない長期の施術
　・他の保健医療機関にて同一負傷で治療中のもの
　・仕事中や通勤途中に起きた負傷（※労災保険の対象のため）
▶整骨院・接骨院にかかるときの注意点
　・�「療養費支給申請書」に署名する際には、申請書に記載された負傷名・負傷原因・施術回数・金額

に間違いがないか、よく確認しましょう
　・�長期間の施術を受けてもなかなか症状が改善しない場合は、内科的要因が関わっている可能性も

あるので、医師の診断を受けましょう。

シルバーリハビリ体操指導士３級養成講習会
参加してみませんか！

シルバーリハビリ体操は「いつでも　どこでも　ひとりでも」できる
介護予防を目的とした体操です

【問い合わせ】行方市地域包括支援センター☎０２９９－５５－０１１４

■応募資格　�本市在住で、おおむね 60 歳以上の定職を持たない方
■募集人数　20 人程度
■受 講 料　無料（昼食・飲み物等は各自持参）
■申込方法　�９月 29 日（金）までに、電話で行方市地域包括支援センター

（☎０２９９－５５－０１１４）へお申し込みください。

日付 時間 会場 内容
1 10 月 10 日（火）午前 9 時 30 分

～午後３時 45 分
茨城県立健康プラザ（水戸市） 開講式・講習

2 10 月 13 日（金）

玉造保健センター
講習3 10 月 16 日（月）

午前 10 時
～午後３時 45 分

4 10 月 20 日（金）
5 10 月 24 日（火）
6 10 月 30 日（月） 閉講式・講習

■講習会日程

※１日目は、玉造保健センターから講習会場（水戸市）まで送迎します。
ぜひ

地域で一緒に
活動しましょう!!
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問い合わせ　収納対策課（麻生庁舎）　☎ 0299－72－0811

税 金 のお知らせ

不動産公売の案内

　差押不動産の入札による公売を実施します。買受を希望する方は、下記
の内容をよくご確認の上、入札してください。また、詳細は、市役所各庁
舎にある「公売広報」や市ホームページでご覧いただけます。

■公売日時　９月 28 日（木）
■受　　付　午後０時 50 分　　入札説明　午後１時
■入札開始　午後１時 20 分　　入札終了　午後２時
■場　　所　茨城県行方合同庁舎　２階大会議室（麻生 1700 番地６）
■執行機関　行方市

■公売対象不動産
売却区分
番　　号 所在 地番 地目 地積（㎡） 見積金額（円） 公売保証金（円）

17-8 内宿字中城 1017 番 畑 699 270,000 30,000

17-9 内宿字中城
内宿字中城

961 番
962 番

畑
畑

356
338 270,000 30,000

17-10 矢幡字笄崎 2460 番 田 1578 400,000 40,000

17-11 藤井字猿取 941 番 田 1377 310,000 40,000

17-12 橋門字橋門
橋門字橋門

1373 番 1
1373 番 2

田
田

675
1736 550,000 60,000

17-14 長野江字前 1222 番 田 2045 440,000 50,000

17-15 井貝字会下山
井貝字会下山

310 番 1
312 番 2

畑
畑

1575
492 440,000 50,000

17-16 蔵川字新入田 33 番 1 田 1714 550,000 60,000

17-18 根小屋字中谷 878 番 田 2184 290,000 30,000

17-19 行方字ミタ平
行方字ミタ平

237 番 1
237 番地 1

宅地
倉庫・事務所

2206.00
202.60 2,300,000 230,000

■�農地法の許可を必要とする農地（田・畑）の公売参加には、行方市農業委員会の発行する『買受適格証明書』の
提出が必要となります。証明書の交付申請の手続等については、事前に行方市農業委員会事務局（北浦庁舎１階
　☎ 0291-35-2111）へお問い合わせの上、証明書発行等を受けてください。

■�公売には、原則として、定められた公売保証金を納付すれば、どなたでも参加することができます。ただし、買
受人の制限（国税徴収法第 92 条）、公売実施の適正化のための措置（国税徴収法第 108 条）等、買受人となる
ことができない方は参加できません。

■�市では、買受人への不動産登記簿上の所有権移転などの登記は行いますが、物件の引渡の義務を負いません。物
件内の動産類やごみの撤去、占有者の立ち退きなどは、すべて買受人自身で行っていただきます。また、隣地と
の境界は買受人と隣地所有者で協議してください。

■�公売日直前に、滞納税の完納などで中止になる場合がありますので、入札参加前に公売実施の有無を収納対策課
でご確認ください。

今月の税金
○固定資産税　　　第３期
　国民健康保険税　第３期
　�納付期限（口座振替日）は
10月２日です。


